東京都障害者就労支援協議会

（第７回）
平成22年３月５日（金）午後１時30分

東京都庁第二本庁舎31階特別会議室22
午後１時31分開会

○今野座長　それでは、時間ですので、始めたいと思います。

　ただいまから第７回東京都障害者就労支援協議会を開催いたします。

　これまでと同様ですが、協議会につきましては、会議、議事録とも原則公開ということになっておりますので、よろしくお願いをいたします。

　この協議会は、平成19年10月に発足したわけですが、このたび２年間が経過いたしまして新たな委員にご就任いただいてリニューアルして２期目に入ったということになります。私、１期目から座長をやっております今野です。２期目についても引き続いて座長をさせていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

　ご案内のとおり、第１期では平成20年11月に各団体名で「首都ＴＯＫＹＯ障害者就労支援行動宣言」を出しました。さらに、21年９月には各団体の具体的な雇用・就労にかかわる事業をまとめました「連携プログラム2009」を出しております。それを受けまして、引き続き２期目をやっていきたいと考えております。

　委員の方14名のうち、今回企業の方を中心にしてちょうど半分ぐらいの方がメンバー交代をしておりますので、まず、事務局のほうから委員の紹介をしていただきまして、それから議事に入りたいと思います。よろしくお願いします。

○高橋副参事　よろしくお願いいたします。

　委員の方々のご紹介をさせていただきたいと存じます。

　お手元、資料で、１枚紙で、次第の後ろのほうの委員名簿をごらんになりながらお願いしたいと思います。
　名簿はあいうえお順になってございます。

　まず、障害者就業・生活支援センターオープナーの天野委員でございます。
○天野委員　天野といいます。就業・生活支援センターと、それから就労移行支援事業所をやっていて、国立と立川のほうで活動しています。よろしくお願いします。

○高橋副参事　続きまして、花王株式会社の井上委員でございます。

○井上委員　はじめまして。花王株式会社で人事を担当しております井上と申します。どうぞよろしくお願いいたします。
　全体の採用関係、それから評価とか、教育というものを担当しておりまして、障害者の方々の採用、それから雇用、そういうものも担当している者です。どうぞよろしくお願いいたします。

○高橋副参事　続きまして、みなと障がい者福祉事業団、大森委員でございます。

○大森委員　大森でございます。よろしくお願いいたします。

　みなと障がい者福祉事業団は、平成10年に港区の外郭団体として立ち上がりました。その当初から全障害、知的に限らず、どんな障害のある方でも就労支援をするということで始まっておりますので、今現在も精神の方、知的の方、高次脳の方、最近は発達障害の方がどんどんふえてきている現状でございます。その中で就労移行支援事業所と就労継続Ａ型事業所を立ち上げて行っております。

　Ａ型を始めましたのは、港区が最初に事業団をつくったときに障害のある方の働く場をということがありましたので、それをなるべく傾聴したいと思いましてＡ型にしておりますが、とても苦しんでおります。また皆さんにいろいろお知恵を拝借できればと思ったりもしております。どうぞよろしくお願いいたします。

○高橋副参事　東京障害者職業センターの岡野委員でございます。

○岡野委員　東京障害者職業センターの岡野でございます。いつもお世話になっておりまして、ありがとうございます。

　私どもの組織は、47都道府県に地域障害者職業センターがあるということが特徴でありまして、障害のある方に対するサポートと、それから障害のある方を雇用しようとする事業主の方、そして、今日、議論の中にあるかもしれませんけれども、就労支援に携わる方々の技術的な側面からのサポートという３つを柱にして仕事をしております。どうぞよろしくお願い申し上げます。

○高橋副参事　東京学芸大学の菅野委員でございます。

○菅野委員　菅野です。どうぞよろしくお願いします。

　東京学芸大学という教員養成系の大学から参りました。かつては特殊教育研究施設という研究所があったのですけども、この時代の波にのまれまして再編統合に遭いまして、教育実践研究支援センターというところの一部門、特別ニーズ教育支援部門という部門に追い込まれてしまいました。専門は、知的障害のある人たちの心理学ということを専門としております。どうぞよろしくお願いします。
○高橋副参事　東京都中小企業団体中央会の小林委員でございます。

○小林委員　ただいまご紹介をいただきました東京都中小企業団体中央会の小林でございます。

　私どもの団体は、都内全域で協同組合という組織を支援している団体でございまして、都内に約2,000団体、こういう協同組合を含めての団体支援ということでお世話を毎日させていただいているわけでございまして、また今日の中でもお話があるかと思いますので、よろしくお願いをいたします。
○高橋副参事　株式会社三和電機製作所の林委員でございます。

○林委員　三和電機製作所の林と申します。よろしくお願いいたします。

　私どもは大田区で圧力スイッチの製造を行っております。それで、私どもの業務内容としましては、金型工場、それとプレス関係、組み立て工場、大体その３部門でやっております。今後ともよろしくお願いいたします。

○高橋副参事　株式会社ローソンの日野委員でございます。

○日野委員　皆さん、こんにちは。ローソンの日野でございます。

　弊社は全国に9,000店舗のお店を構えておりますローソンというフランチャイズビジネスの本部をしております。いつもお買い上げありがとうございます。

　その中で、人事企画という部門でございますが、人事制度を具体的につくったりだとか、あとは雇用・採用のところの部門も兼ねております。その中で、組織そのものが活性化するためには、させるためにはどうしたらいいのかというようなことを考えている部門でございます。いろいろ参考にさせていただきたい議論などもございまして、ぜひ持ち帰っていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

○高橋副参事　東京労働局の福島委員でございます。

○福島委員　東京労働局の福島でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

　私どもは国の機関でございまして、厚生労働省の地方機関ということになります。全国の都道府県単位に労働局が設置をされているということになります。この障害者の関係業務で申し上げますと、私どもは都内の17のハローワークを通して障害者の方々の職業的あっせんということをやっている業務と、それから企業、あるいは国、地方公共団体、特殊法人等に対して法定雇用率の達成指導をやっているという機関でございますので、また後ほど業務もご紹介できると思います。よろしくお願いいたします。

○高橋副参事　都立青峰学園の馬籠委員でございます。

○馬籠委員　馬籠でございます。

　本校は、西多摩地域の青梅市に平成21年４月、開校いたしました。皆様のお手元に本校のリーフレットを用意させていただきました。前回まで委員でありました永福学園の小林校長の学校と同じコンセプトで設置されまして、知的に軽い生徒を対象にした高等部就業技術科と青梅市と奥多摩町を学区域とする肢体不自由教育部門をあわせて設置する新しいタイプの学校でございます。特に高等部就業技術科は生徒全員の企業就労を目指しております。関係機関の皆様と密に連絡をとり合いながら、外部の専門家、または民間企業とも連携して生徒全員の企業就労を目指して学校教育を進めてまいりたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。
○高橋副参事　社会福祉法人東京都知的障害者育成会の宮武委員でございます。

○宮武委員　宮武でございます。現在、こちらから歩いて７分ほどの西新宿に法人のホームがありまして、ふだんグループホームのほうの責任者をやらせていただいております。
　今、私どもの運営のグループホーム、ケアホームが都内で140カ所ほどありますけれども、利用者600名中、やはり300名ぐらいが一般就労してございます。今、１つ、働く知的障害の方の高齢化ということで、いろんな形で就労支援、その部分での就労支援も行っております。前職は、世田谷区立障害者就労支援センターすきっぷというところで現場で就労支援をやってまいりました。よろしくお願いいたします。

○高橋副参事　東京商工会議所の矢口委員でございます。

○矢口委員　商工会議所、矢口でございます。
　私ども、２年前から現職でございまして、雇用労働全般を担当させていただいております。その前は、私、葛飾支部の事務局長をやっておりまして、そのときは区役所主催の障害者就労支援協議会にも出させていただいておりましたし、現職でも本日ご出席のいろいろな皆様に大変お世話になっておりますので、よろしくお願いを申し上げます。
○高橋副参事　東京経営者協会の山鼻委員でございます。

○山鼻委員　東京経営者協会の山鼻と申します。どうぞよろしくお願いいたします。

　私どもの会の概要は、こちらのほうにリーフレットのほうをご用意しておりますので、後でごらんになっていただければと思います。

　私ども、経営者協会ということで、経営者の皆様にいろいろな情報を提供している中で、本年、障害者のセミナー等――いろいろここにおいでの方にいつも協力をいただきましてセミナー等を開催しております。本年は法の改正により対象が大分小さい企業のほうも対象になってきたということで、そちらのほうを中心にセミナー等を開催していきたいと思っております。どうぞよろしくお願いいたします。

○高橋副参事　なお、委嘱状につきましては、本日、席上配付させていただきましたので、ご確認のほどよろしくお願いいたします。

　続きまして、幹事のご紹介をいたします。

　大変申し訳ありませんが、本日、都議会の委員会出席のため、福祉保健局の芦田部長と産業労働局の小田部長につきましては遅れて参る予定となってございます。

　教育庁の特別支援教育推進担当参事の前田でございます。

○前田参事　前田でございます。よろしくお願いします。

○高橋副参事　また、事務局でございますが、産業労働局雇用就業部就業推進課長の飯田でございます。

○飯田課長　飯田でございます。よろしくお願いいたします。

○高橋副参事　私、福祉保健局障害者施策推進部副参事の高橋と申します。どうぞよろしくお願いいたします。

○今野座長　それでは、始めたいと思いますが、その前にもう１つ儀式がありまして、副座長を選任しなくてはいけません。私が、病気になったり、事故に遭ったりしたときに代わりにやっていただく方です。

　一応規定では、東京都障害者就労支援協議会設置要綱の第３条第３項に、協議会には座長及び副座長を置き、委員の互選によってこれを定めるとなっております。同じように第５項で、「座長に事故があるときは、副座長がこの職務を代理する。」と、こうなっておりますので、副座長を互選で決めたいと思いますが、よろしければ私が推薦させていただいて、それで決めさせていただければと思います。よろしいでしょうか。

（「異議なし」の声あり）
○今野座長　それでは、菅野委員にお願いできますか。よろしくお願いします。

　そうなりますと、場所を移動することになります。ここが副座長席ですので、こちらへご移動ください。

（菅野委員、副座長席着席）
○今野座長　それでは、最初に、菅野さん、一言ごあいさつしますか。お願いします。
○菅野副座長　先ほどごあいさついたしましたが、私の専門は実は学齢期の子供たちの教育が専門ですが、この20年ぐらい大人のこともしております。

　なぜ大人のことを研究し始めたかといいますと、先ほど宮武委員からお話もありましたけれども、成人になって能力の低下を示す人たちがいるということが興味の対象で、どうして能力の低下が起きるんだろうかとか、つまずきがなぜ、どうしたら防げるんだろうかということで、そういう研究をずっとしておりまして、そのかかわり上、まだ10年も満たないんですけども、働くということに対しても少しお手伝いをしているというところです。

　最近２つほど考えていることがありまして、その１つは何かというと、今日の議事にもありますけども、養護学校――特別支援学校ですけども、学校教育を修了後、卒業後、大体３割～４割の子供たちが一般就労しているんですよね。いい数字なのか悪い数字なのかよくわかりませんけども、学校教育において一般就労、あるいは就労生活を迎えるに当たって何を教育しておいたらいいんだろうかというのが１つ、興味の対象として最近考えていることです。それからもう１つは、就労後、どうしたらその就労継続がし続けられるのかという、そういう支援体制というのが少し興味の対象で、そういうことに少しかかわって研究しております。
　ただ、先ほど紹介しましたけど、心理学が専門なものですから非常に細かいことしかしていませんで、こういう場にそぐう話ではないのかもしれませんけども、その中で、先ほど言いました学校教育において何が必要なのかと考えたときに、多くの企業の方々とお話をすると、とにかく技能でなくて態度を身につけてきてくれとよく言われます。態度というのは、何かに向かう態度、姿勢です。
　ところが、学校教育においていわゆる作業態度というものが何かというのは必ずしも十分明らかになっていないのです。学校教育法とか、その下に学習指導要領もありますが、その中で幾つかの規定はあるんですけれども、ただ、どの学校へ行っても作業態度の何をどう育てていったらいいのかみたいなことは残念ながら明らかにされていないんですね。

　今回そのことを少し考える機会がありまして、ちょっと考えました。順番を考えていかなくてはいけないので、ばらっと責任感がどうだとか、主体性がどうだとかといってもなかなか育てづらいですね。一応ここは６領域考えたらどうかなというふうに考えました。

　１つ目の領域――領域というか、態度は何かというと、安全と衛生、あるいは規律・規則とかというところが多分最も最初に考えなくてはいけない態度かと。安全と衛生、ないし規律・規則。これは別に作業態度ではなくて、小学部の段階から、あるいは重度の子供たちから育てることができることというふうに考えられるんですね。

　その次、２つ目の領域は何かというと、勤労の意義・意欲というふうに一応学習指導要領上には書いているんですけど、勤労の意義。勤労の意義というのは、当然その中には達成の喜びというのがあるんですね。この達成の喜びというのは、恐らく確かに小学部の子供たちや、あるいは重度の子供たちに対しても教えることができる。それが延長線上に勤労の尊さというところにつながっていくんだというふうに考えます。

　ここまでは第２領域で非常に重度の子供たちもほかの作業という形をとらなくても指導できる内容だと思うんですけども、ここからはやはり作業学習とか職業教育を通してのほうが効率がいい領域だろうというふうに考えるものなんですけども、それは何かというと、工程がある程度区分されていたほうが教えやすい。その１つが何かというと、積極性、意欲とか自発性、自主性とかというものだと思うんですけども、工程があるから――ラインをつくって工程をつくるので、意欲的にどんな子供、障害が重くても軽くても、その人の適性に合わせて工程に入れることができるわけですね。それが多分第３領域だろうと。意欲を持って自分のパートに向かうことができると責任性という力を育てることができる。責任性の中には、持続力とか、あるいは正確さというものを求めることができるだろう。その責任性があるから技術の向上というものが展開していって、その次の第５領域の効率という――効率には品質とかなんとかというところが入ってくると思うんですけども、効率というのを求めることができる。さらに、最終的な力である協力とか協調という第６領域が育てられるんじゃないかと。

　こういうふうに考えますと、小学部の小さいときからいろんな活動を通して育てることができる力なんじゃないかなというふうに最近考えています。
　なぜこんなことを考えたかというと、実は私、施設のほうも行っていまして、じゃあ、施設から一般就労への移行が３％と資料で書かれておりますけども、施設で彼らに対して作業を提供しているときに果たしてこういう視点を持っているんだろうか、何を育てて就労に向けるという視点があるんだろうかというのは、やはり大きな課題だろうなというふうに思って１つ考えました。

　もう１つは、就労の継続に向けてどんな支援が必要かということなんですけども、これはうちの附属養護学校というのがありまして――今、特別支援学校になりましたけど、50年以上の歴史があるんですね、東京学芸大学附属養護というのは。500人以上の子供たちが卒業して、大体70歳ぐらいまでになっているんですけども、その方々に対して卒業生調査というのをやったんですね。実はその後に都社協の協力を得て都の養護学校の先生方と一緒に都立の養護学校を卒業した子供たちの卒業生調査というのもやることができたんですけども、結果はほぼ同じような結果なんですね。

　何かというと、まず、何歳時点で、卒後何年ぐらいで所属変更するかというのを調べました。そうすると、私は知りませんでしたけども、昔から進路の先生方はよく言うのだそうです。３年３割と言うのだそうです。３年３割がそのとおりあったんですね。ですから、20代の前半に約３割ぐらいの子供たちが所属変更――これは施設の例えば昔の言葉でいうと授産から授産とか、あるいは更生から所属変更するというのも含まれているんですけども、所属変更が大体３年３割。20代だけで約５割の子供たちが所属変更をしているという結果が得られました。

　さらに、どういう所属変更があるのかというタイプを少し分けてみますと、一番多いのはやはり平行移動といって昔でいうと授産から授産、あるいは一般就労から一般就労という平行移動が最も多くて約５割なんですけども、その次に多いのは、例えば一般就労から福祉施設へ、あるいは施設から在宅へとなっていく人たちが約４割以上の人たちがいる。さらに、アップ組といって、施設から一般就労へという、就労に向けた移動がある人たちというのが大体１割を満たない人たちだったのですね。

　さらに、それの興味深いところが、平行移動というのは20代の前半に起きています。ところが、能力の低下に伴って所属変更せざるを得ないのは20代の後半になっています。これはどういうことかというと、早く気づけば能力の低下まで至らずに平行移動で済むという問題だろうと思うのです。ですから、ちょっと合わないなというレベルで見つけて対応すると平行移動で済む。一般就労から一般就労ということが考えられるんですけれども、放置している状態になってくると能力の低下を多分起こすでしょうから、一般就労から福祉的な施設へというふうに移行せざるを得ないという状況がわかりました。
　もう１つ、アップ組、いわゆる福祉施設から一般就労へという青年たちの年齢というのは、大体20代の後半から30代の前半ということが今回わかったんです。それはどういうことかというと、高等部の教育、いわゆる教育の継続を卒後も大体５年～10年近く継続して支援していかないと、なかなか一般就労に向けることができないということだろうと思います。さらに、30代の後半以降はそういうアップ組というのはほとんどいないのです。ですから、やはり18歳の段階から、早期から教育をきちっとし続けていくことが一般就労に向けていくことなんじゃないだろうかというのが今回少し明らかになったところで、そのようなことを少し研究しているんですね。

　もう１つだけ言いますと、具体的な支援は何が必要なのかというのを調べました。そのときに調べた――ちょっと偏りがあるかもしれませんけども、自宅分と自宅外分という、自宅に住んでいて就労している人と、自宅外、いわゆるグループホーム等を使って一般就労していた人の定着率というのを見たんですね。予測としては当然自宅外――私はちょっと福祉のほうが疎かったので、自宅外というのは、高等部段階、今の条件上で高等部から卒業、卒後前後のところで自宅外を使うというのは、積極的な意味の方というのはあまり見受けられなくて、やっぱり家庭環境上の問題がかなりあって自宅外の人たちが多いというのが残念ながら今の現状なんですね。そうすると、自宅外分のほうが定着率が悪いんじゃないかという仮説だったんですけども、実際は自宅分と自宅外分の間に差はなかったんですね、定着率に。

　なぜ自宅外分に一定の定着を持っているのかというと、そこで調べてみると、自宅外分のほうが個別の移行支援、個別の支援計画がきちっとつくられているということと、それから支援会議がきちっと開かれているということが自宅分との間の差として、これはもう統計的な差としてあらわれたということがありまして、やはり就労を継続していくためには支えるネットワークというのをきちっとつくっていかないと、せっかく就労してもその後、所属変更せざるを得ないという状況になっていくということがわかりまして、その辺がうまくつくられていくといいなと。本人の能力もそうですけども、つくられていくことがこれから大事なことなのかなということを考えさせられました。
　以上が自己紹介と言いながら講義論になってしまいましたけども、失礼いたしました。

○今野座長　ありがとうございました。

　今おっしゃられた一番最初の安全・規律から意欲・積極性とか、６領域、まあ、大学生も一緒ですね。ということで、次に行きたいと思います。
　まず、事務局から今日の会議の資料の確認をお願いしたいと思います。

○高橋副参事　資料確認をお願いいたします。

　本日、事前に会議次第という53ページまである中身につきましては、既に事前配付してありますので、お手元には配っておりません。修正のありました１枚、会議次第のみお配りしております。あと、２枚目に進行予定。それから、東京経営者協会からパンフレット。さらに、私どものほうでつくりました、障害者雇用の頼れるパートナーというＤＶＤを１つ。こちら、区市町村障害者就労支援センターと、障害者就業・生活支援センターの紹介ビデオとなってございます。さらに、今お手元に後から配りました、みなと障がい者福祉事業団の案内パンフレット。また、障害者職業センターの精神障害者の職場復帰支援サービスのご案内というパンフレット。また、先ほどご紹介がありましたが、都立青峰学園のパンフレット。また、緑の紙で、「工賃アップに向けて」というもの。もし今ないものがございましたら係の者がお届けいたしますので、挙手をしてお知らせください。大丈夫でしょうか。

　資料確認は以上になります。
○今野座長　よろしいですか。

　それでは、ようやく議事に入ります。

　それで、きょうはお手元の議事次第にありますように、１つは、22年度の予算案についてです。もう１つは、テーマ別で議論をしていただきたいと思うんですが、別添の資料の「進行予定」という１枚紙のところにあると思いますが、福祉から企業への就労の問題と企業雇用の推進の問題と精神障害者の就労支援の問題、主にこの３つのテーマについてご議論をいただきたいと考えております。

　それではまず、予算から行きましょうか。説明をお願いします。

○高橋副参事　事務局から簡単に、東京都の予算案についてご説明いたします。

　口頭でまず東京都全体の22年度の予算案の特徴につきましてご報告させていただきたいと思います。

　都税が２年連続で大幅な減となりまして、都税は前年度に比べて12.7％減の４兆1,500億円強ということで、歳出のほうも昨年度に比べて5.1％減の６兆2,600億円強ということでございます。

　そのような大幅な税収減の中でも都民の雇用や生活への不安に対応する取り組みなどに重点的に予算を充ててきているということでございまして、例えば中小企業の支援ですとか雇用の創出に1,200億円ぐらい、また雇用対策に向けた総合対策の実施に400億円など、予算化されているところでございます。

　また、主なものといたしましては、少子化打破に向けた取り組みですとか、周産期医療体制の充実、カーボンマイナスプロジェクトなどの環境施策の推進などを予定しているところでございます。

　それでは、障害者の施策ということで、本日の資料の資料２、３ページ目になりますが、そちらをごらんいただきながら説明を聞いていただければと思います。
　まず１番目、こちら、産業労働局の施策が並んでおりますけれども、チャレンジ雇用の推進ということで、こちらにつきましては、知的障害者、精神障害者を６カ月間短期雇用することにより一般企業での就職を実現することを目指すもので、産業労働局におきましては４名雇用するというものでございます。

　２番目につきましては、引き続き東京ジョブコーチ支援事業を実施してまいりまして、こちらは企業等に出向いて職場での定着支援を行うジョブコーチでございますけれども、引き続き20名養成いたしまして、総勢60名体制で支援を行っていきます。
　３番目、特例子会社設立支援助成事業の推進でございますが、こちらにつきましては、上限300万円で設立の経費の一部を助成することにより支援してまいります。
　４番目、中小企業に対しまして、国の特定求職者雇用開発助成金の満了後、引き続き都独自で賃金助成を行うものでございます。

　５は、東京しごと財団におきまして、企業合同説明会などに加えて、新たに就活セミナーですとか、実習開拓事業、ネットワーク構築事業などを総合コーディネート事業として実施してまいります。

　６は、精神障害者、発達障害者、高次脳機能、また難病患者等につきまして、企業に対して雇用調査を実施し、リーフレットを作成して雇用促進を図ってまいります。

　７番目は、企業を個別訪問いたしまして、さまざまな雇用支援メニューを紹介していくというものでございます。

　８番、９番、10番につきましては、それぞれの訓練校等での訓練の推進ということでございまして、10番目につきましては、企業等への委託訓練については、規模の拡大も予定してございます。

　続きまして、おめくりいただきたいと思いますが、福祉保健局の施策になります。

　１番目は、本協議会のことを指しておりますけれども、関係機関の連携を強化して障害者雇用の拡大につなげてまいります。

　２番目のチャレンジ雇用ですが、来年度、これまで産業労働局と福祉保健局の２局でやってございましたが、教育庁にも３名ほど拡大いたしまして、それも含めて28名分の人件費、また支援員の人件費、パソコンリース代などを計上してございます。

　３番目ですが、就労支援センターや就労移行支援事業所の支援員を対象に、体系的な研修を行って支援センターのレベルアップを図っていくというものでございます。

　４は、区市町村障害者就労支援事業につきましては、引き続き相談事業強化、支援体制の充実を図ってまいります。
　５番目、作業所等経営ネットワーク支援事業でございますが、工賃アップを目指す取り組みに対して支援していくというものでございます。

　６番目、ステップアップモデル事業でございますが、福祉施設の利用者が職場実習の体験を通じて就労への取り組みを進めていくというものでございます。

　７番目は、新規事業でございますが、こちら、６番目と同様に実習事業でございますけれども、企業を離職した障害者が法定雇用率未達成の中小企業で実習を行いまして、中小企業における雇用の契機をつくっていくという事業となってございます。

　また、８番目、９番目も新規で事業でございますが、工賃アップの成功事例を紹介したり、すぐれた製品を展示即売会で販売したりということで、工賃アップに向けた取り組みに対する補助というような事業となってございます。

　次のページでございますけれども、教育庁の施策を掲げてございます。

　１番目が知的障害が軽い生徒を対象とした特別支援学校高等部の設置ということで、永福、青峰に続きまして、南大沢学園、板橋学園、東部地区に段階的に設置してまいります。

　２番目は、民間企業に委託して実習先の開拓などの情報収集を行っているもので、引き続き行ってまいります。

　３番目が職業教育の充実ということで、職業教育として、清掃、喫茶サービス、パソコンに検定という仕組みを取り入れて生徒の意欲の伸長を図っていくというものでございます。また、技能競技大会も実施して、技能向上と障害者の職業能力に対する理解を深めていくというものでございます。

　また、４番目、理解啓発事業でございますが、企業向けセミナーや学校における保護者向けセミナーを実施しまして、就労への協力を求めていくというものでございます。

　簡単ですけれども、東京都の予算の説明は以上でございます。

○今野座長　ありがとうございました。

　それでは、ご質問ありましたらどうぞ。よろしいですか。
　これ、全体的には減っているの、ふえているの。

○高橋副参事　就労支援だけということで見てよろしいですか。

○今野座長　今説明された予算は全体的に見ると減っているんですか、ふえているんですか。

○高橋副参事　東京都全体としての一般歳出だけで見ますと減っておりますが、就労支援だけ、ないしは障害部だけ見ますとふえております。

○今野座長　どうぞ。
○天野委員　この間つくった「連携プログラム２００９」がありますよね。予算事業は、あれに全部載っていますか。
○高橋副参事　「連携プログラム2009」は2009年のものですので、これにまた新規の事業を加えて2010をつくっていくことになります。

○天野委員　「連携プログラム2009」にはここでいう新規事業というのはまだ入っていないということでしょう。

○高橋副参事　はい、そうです。

○天野委員　それ以外は入っていますか。

○高橋副参事　入っています。

○今野座長　よろしいですか。

　それでは、次がテーマ別に議論していただきたいという議題のほうに入りたいと思います。

　順番に行きたいと思いますので、１つ目は、福祉施設からの就労についてです。

　まず、事務局ないしは委員から資料等の説明をしていただいてから議論をしようかなと思いますので、資料４は高橋さんですね。よろしくお願いします。失礼しました。

○高橋副参事　本日のレジュメの14ページ目を参考にしていただきながら説明を聞いていただきたいと思います。

　最初のテーマが福祉から企業への就労移行についてということでございますが、今回、就労系福祉施設の設置状況及び就職状況についてまとめましたので、簡単に報告させていただきます。

　こちらに掲げておりますとおり、14ページ目になりますが、いわゆる福祉施設からの就労移行といった場合のもともとの福祉施設に当たる部分でございますが、障害者自立支援法に基づく施設といたしまして①の新体系施設、それが今459ございます。自立支援法以前の法律に基づくものが旧体系施設という②にまとまっておりますが、173。そして、法律には直接基づかない施設といたしまして③の小規模作業所等というところがございまして、これが419ということで、施設数で見ますと都内に1,051あるということになってございまして、これを人で見ますと２万3,655というふうな数字になってございます。
　果たしてここからどのぐらい就職していくのかなということの実態調査をいたしましたのがその次のページにございまして、今３％という数字を載せておりましたが、その根拠となる部分でございますけれども、こちらは新体系の事業所の、しかも就労系事業所の就職状況ということで、就労移行と就労継続支援Ａ型、Ｂ型と、その３つの事業所類型を出口調査と申しますか、主たる退所理由別の退所者数を取りまとめたものでございますが、主たる退所理由の１番の就職というところを見ていただきますと、２年間で移行するという就労移行支援事業所で退所者数320のうちの165人が就職で出ているということで、この165人をそもそもの現員で割り返したもの――1,347人ということで、上に就労移行の現員数が出ておりますが、それで割り返したものが12.2％というふうになっておりまして、それにさらに就労継続Ａ、Ｂも入れた就職者数、右に行っていただきますと248人ということで、現員数が、上に出ております合計数ですけれども、7,208。これに対する数字が3.4ということで、就労系福祉施設で就職した方、現員数で割り返しますと３％強の方が就職したというような結果が出てございます。

　また、このことに基づきまして、これが多いのか少ないのか、さまざまとらえ方はあるかと思うんですけれども、今後、今ここで掲げておりますような地域のネットワークの構築ですとか、各種訓練校等での職業準備の問題、また施設のほうの人材育成の課題など、どういうふうに取り組んでいくことでさらに就労を進めていくことができるかということについて議論していきたいなというふうに思っているところでございます。

○今野座長　それでは、資料５に基づいて、前田幹事ですかね、お願いします。

○前田参事　それでは、資料の５－１、ごらんください。平成20年度の特別支援学校高等部における進路状況等についての資料でございます。

　進路状況、それから２では就業者数の推移と入ってございます。

　３番目に、知的障害特別支援学校高等部における企業就労状況の推移ということで、平成９年で24.5％であったものが20年度については40.1と、かなり数字としてはふえてございます。

　冒頭、予算の関係でもご説明がありましたが、軽度の知的障害を対象とする学校を今――きょうは馬籠先生も来られているんですが――つくって就労支援をかなり頑張っていまして、その１期生がこの３月に卒業します。現状では――当初は100％ということを目指していたんですが、現実にほぼ９割の内々定まで入っていまして、内定、内々定を含めて９割ということで、かなり就労率はふえるのではないかというふうには考えてございます。ぜひ教育課程の議論の中におきましては、またいろいろ意見交換をさせていただければと思います。

　裏面をごらんください。高等部の職業別就業者数、それからあとは社会福祉施設への入所者数の推移、大学等の進学者の推移と書いてございます。これはちょっと見ていただければと思います。

　それから、５－２で、特別支援学校の新たな就労支援における連携ということで、これも冒頭の予算の説明でありましたけれども、民間等を活用した企業開拓という事業を都教委のほうでしておりまして、民間の事業者に委託して新たな企業情報を整理・分析しながら特別支援学校の卒業生のための企業開拓を今しているところでございます。概念、書いてございますので、ごらんいただければと思います。

　以上でございます。

○今野座長　ありがとうございます。

　あと、資料６－１の説明をしてほしいんですが。

○飯田課長　資料６のほうのご説明をさせていただきます。

　資料６－１のほうで、ちょっとすみません、わかりにくい資料で恐縮なのでございますが、左側のほうに東京しごと財団心身障害者職能開発センターの障害者委託訓練実施状況という紙がございまして、21ページのほうには東京障害者職業能力開発校の訓練実施状況、あと２つ、城東職業能力開発センター足立校、あと城南職業能力開発センターの訓練実施状況が並んでおります。

　私ども産業労働局のほうは、職業訓練のほうを所管しておりまして、職業訓練は大きく２つのやり方がございます。

　１つ目は、東京都のほうが独自に学校をつくりまして、そこで施設内の訓練を行う。私ども、それを今――昔、よく職業訓練校とか技術専門校といったものでございますが、今、職業能力開発センターというふうに呼んでおります。こちらが全部都内で今15校ございまして、都が運営しております。学校が運営している訓練の実績のほうが21ページの右側のほうの数字でございます。

　また一方で、東京都が直接運営する学校ですとなかなか機動的に訓練の枠をふやせない、あるいは訓練科目を柔軟に変えていけないというようなこともございますので、左側のほうに委託訓練というのがございますが、私どもの管理団体である東京しごと財団という財団に委託をしまして、国からの公費を用いまして、障害者の委託訓練というものを実施しております。

　この委託訓練につきましては大きく３つ種類がございまして、20ページでございますが、知識・技能習得訓練コース、実践能力習得訓練コース、あとｅ－ラーニング訓練コースとございますが、知識・技能習得訓練コースにつきましては、社会福祉法人さんですとか、あるいは各種学校さんとかに委託しまして、主にパソコンの講習とか、あるいはマナーのような講習を委託している、座学の講習でございます。

　それに比べまして、実践能力習得訓練コースというものは、実際に企業の現場を活用しまして、企業さんがかなり障害者の方を雇いたいなというようなところにつきまして、３カ月間を限度といたしまして、実際に働きながら能力を習得していただくというようなコースでございます。

　あと、ｅ－ラーニングコースにつきましては、重度身体障害者の方を主な対象といたしまして、なかなか通学ができないような方に対して座学の訓練を提供するという内容でございます。

　全般的な訓練の状況でございますけれども、非常に厳しい雇用失業情勢でございますので、かなり就職が難しくなっているという状況がございます。
　先に委託訓練の状況を申し上げますと、委託訓練のほうはおおむね３障害で見ますと、身体の方が大体２割ぐらい、知的障害者の方と精神障害者の方が大体４割ぐらいという状況になっております。

　20ページのほうで、訓練開始者数の総計が494名というふうになっておりますが、昨年度は大体500名ぐらいでございますので、今のところ大体同じぐらいのペースで訓練は進んでおります。しかしながら、特に就職率が高い実践能力習得訓練コースのほう、現在110名という形になっておりますが、昨年度、大体同じ時期で150名ぐらいおりましたので、かなり企業のほうが求人とかもないものですから、この訓練コースのほうがちょっと少なくなってきているという状況でございますので、ちょっと今後就職のほうが難しいという状況でございます。
　あと、右側のほうの施設内訓練、東京都が運営している学校のほうの訓練でございますけれども、東京障害者職業能力開発校、こちらは小平市小川というところにつくっておるんですが、主にこちらは身体障害者向けの訓練の施設でございまして、定員が260名おりますが、身体障害者向けは224名、知的障害者の方向けが30名、そして精神障害者向けの定員が６名という形で現在運営しております。応募倍率につきましては大体1.2、3倍ぐらいでございますが、特に知的障害者の方向けのコース――これはリストの中の真ん中ちょっと下寄りに実務作業という科目がございますが、そちらが定員30名で知的障害者の方向けの講座でございますが、そこが約３倍程度の倍率でございまして、そういった状況もございまして、来年度から知的障害者の方向けの定員を30名から40名にふやす予定でございます。また、精神障害者の方もかなりふえてきておりますので、ちょっと微々たる数なのでございますが、６名から10名に４名定員を増加する予定でございます。

　また、国のほうから、こういった障害者の専門の訓練校につきましては、精神障害者の方、あるいは発達障害者の方に向けてさらに重点を置いて訓練を進めるべきという話もございますので、現在、東京障害者職業能力開発校のほうで、将来的に精神障害者の方ですとか発達障害者の方により手厚い支援ができるように今検討を進めている状況でございます。

　あと、その後２つ、都立城東職業能力開発センターの足立校と城南職業能力開発センターでございますが、こちらは一般校展開と申しておりまして、知的障害者の方が地域の近いところで施設内の訓練を受けていただくために展開しているものでございます。現在２カ所、足立と、城南、品川のほうで展開しておりますが、一応都内、区部３つ、あと多摩ということで、訓練で４ブロックを考えておりまして、そのうち多摩のほうにつきましては、東京障害者職業能力開発校のほうで知的障害者の方の訓練を展開しておりますので、あと区部で１カ所、知的障害者の方の訓練の拡大を検討しております。こちらのほうは現在城東と城南につくっておりますので、中央・城北というところにあと１カ所、知的障害者の方のコースを設ける予定で現在検討作業を進めているところでございます。
　雑駁でございますが、以上でございます。

○今野座長　ありがとうございました。

　それでは、資料の説明をしていただきましたので、あとはご意見、ご質問、何でも結構ですので、お願いをいたします。どうぞ。

　わかりにくかったので、ここをもう一度説明でも結構ですよ。

○山鼻委員　資料６－１の右側のほうの、こちら、出口のほうの就職されたかどうかというのがちょっと数字がないようなんですけれども。
○飯田課長　こちらの資料ですが、本年度入校した方でございますので、まだ就職ができていないんですが、大体の就職状況、昨年度、平成20年度ベースでお伝えをしますと、施設内訓練のほうのうち、東京障害者職業能力開発校の実績のほうですと、大体６割～７割弱ぐらいの就職率でございます。また、知的障害者の方向けの一般校展開、足立校とか城南校につきましては、城南校のほうは本年度創設いたしましたのでちょっとデータがございませんが、足立校のほうは大体８割程度の就職率でございます。

　一方、障害者委託訓練、左側のほうでございますけれども、こちらのほうは若干就職率、伸び悩んでいる状況でございまして、実践能力習得訓練コースという企業の現場を使ったものは大体５割弱程度の就職率でございますが、知識・技能習得訓練コースについてはちょっと大変低い状況という状況でございます。

○山鼻委員　２番目のは実践能力からトライアルという形には行かないんですか。

○飯田課長　実践能力からトライアルも認められております、機械的にはできませんけど。

○山鼻委員　そういうふうなケースはないんですか。

○飯田課長　実践能力習得訓練コース後トライアル雇用に行った後の就職率は、ちょっと今私ども、数字を持ち合わせておりません。申しわけございません。

○今野座長　どうぞ。
○馬籠委員　先ほど説明がありました資料５－１のところの17ページでございますが、ちょっと補足をさせていただいてもよろしいでしょうか。

○今野座長　はい、どうぞ。

○馬籠委員　この３のところの都立知的障害特別支援学校高等部における企業就労状況の推移というところの数字でございますが、東京都の場合を見ていただくと、卒業生の総数分の就業者ということになって、それでその就業率が平成20年度で40.1％という数字になっておりますけれども、これが先ほど説明にありました平成９年に24.5％なんですが、実際この数字の中身をやっぱり見ていただきたいと思っているんですね。

　意味するものはどういうことかと申しますと、就業者が368、約370名ということになりますと、この間、企業の皆様の――もちろん労働局様のハローワークさん、関係機関の皆さんにご協力いただいて実習をしているわけですね。そうすると、１人の人が２社～４社ぐらいは実習していると考えられます。そうしますと、４社としますと、1,480社の会社の皆様にご協力をいただいているというところが非常に大きいのではないのかなというふうに思うわけでございます。

　東京都のほうの施策で今年度2,000社を――たしか大体2,000社ぐらいを目標にということで企業様の紹介をということでございましたので、特別支援学校ではこういうことで、かなりの企業の皆様にご協力をいただいて就労につなげているということをご理解いただければありがたいなと思います。

○今野座長　ほかにいかがでしょうか。どうぞ。

○天野委員　職業能力開発校のことですけど、私もずっと言ってきた精神障害者の訓練ですね。うるさいなというぐらい言っていますけれども……。

　というのは、この間のリーフレットでもそうですけど、精神障害者に重点施策という話もありながら――ありながらというか、あるわけですから、６を10にするなんていうのはちょっとあまりにも少ない。

　というのは、やっぱり区市町村障害者就労支援事業とか障害者就業･生活支援センターというのは、本当、コーディネートして、最後に送るという立場です。訓練の場所がすごく少ないのと、就労移行支援事業がまだまだ未発達というか、まだ立ち上がったばかりだったり、福祉がなかなかまだ出おくれているという状況の中で、やっぱり訓練したり、先ほどありましたけれど、その人たちのスキルアップを目指すといったときには、結構潤沢なところが職業能力開発校じゃないかなと思っているので、６から10というのは何かすごく寂しい数字だと思いますけど、いかがでしょうか。

○今野座長　いかがでしょうか。

○飯田課長　ご指摘のとおりでございまして……

○天野委員　何とかしてください。もう３年間言い続けている。

○飯田課長　なかなかすぐご期待にこたえられなくて恐縮だと思っているんですが、内部できちんと検討しておりまして、東京障害者職業能力開発校のほうでできるような形で現在検討を進めておりますので。

　あと、障害者委託訓練のほうで、来年度はまた枠を50ふやしますので、その枠を50ふやす中で当然精神障害者の方向けの訓練のほうに流れていく数もあると思いますので、そういうところでちょっととりあえず現在進めておる状況でございます。

○天野委員　閉じるということで、職員がちょっと潤沢になるのではないかと思うこととか、阻害要因が何かなと思うんですけど、例えばアメニティーがとても大変でお金がかかるというわけじゃないんです、精神の場合は。とにかくケアの仕方というのを皆さんでしっかりカウンセリングの勉強とか、いろいろしていただければ、そう難しくないというか、精神の就労支援ということはできないことではないと思います。　センターの訓練が閉じるということで、そこにいらっしゃったカウンセラーもいらっしゃるでしょうし、全体の産労局の予算がすごく削減されていないのであれば可能ではないかと思うんですが。
○飯田課長　東京障害者職業能力開発校につきましては、実は国費で運営しておりまして、国の全額委託でやっておりまして、あと、多分、天野委員がおっしゃっているのは、富山の心身障害者職能開発センターがちょっとクローズする関係のご指摘かと思うんですけれども……

○飯田課長　心身障害者職能開発センターのほうで―戸山に私どもの財団がございまして、こちらのほうで随時入所、随時修了という形で手厚い訓練という形でやっておったんですが、その訓練自体が、運営主体のほうで訓練指導員の方がもうかなり高齢化が進んでおりまして、もうそのままだと訓練指導員の方がいなくなってしまうという状況でして、そのために今まで訓練するに当たりましては東京都の15校ある訓練校の指導員を派遣してやっていたんですが、このあたり、やはりさすがにそろそろ難しくなってきましたので、そのあたりを解消して、今後は東京障害者職業能力開発校ですとか、委託訓練、あるいは一般校展開を重視していこうと考えてございまして、天野委員のご指摘の、確かに戸山を閉じるんだからその人材とノウハウとお金を使ってどんどんふやしなさいということだと思うんですけれども、そのご発言を肝に銘じてちょっと検討してまいりたいと思います。
○天野委員　ぜひぜひ。

○今野座長　６名から10名で1.5倍になったんです。
○天野委員　30から40というのと６から10というのは違いますよね。６から60ならいいですよ、ふえたという感じがしますけど。

○今野座長　ほかにいかがですか。

○宮武委員　15ページの就労系事業所の就職の状況なんですが、主たる退所理由別の下の表ですけれども、就労移行支援事業で就職者が12.2％ですよね。それで、一番下の文言で、就労移行支援事業所の退所者数に占める就職を理由とする退職者数の割合は51.6％ということですね。この就労移行支援事業というのは２年間ですから、これぐらいは、平成20年から21年、１年間、この辺の数字というのはどうなっているんですかね。下の半分は、就労移行途中でやめた人も入って、そのうち就職者が半分ということですかね。
○高橋副参事　下の数字は、就労移行を縦に見ていただきますと、退所した数の合計が320人ということで、単純に就職で退所された方が165人。要は320分の165で51.6％というような数字を掲げさせていただきましたのは、定員全体で割ることはないだろうというようなこともありまして、退所に至った方の事由別に見ますと、就職を理由として退所した方が退所した方の中の半分強を占めていたと。こういう見方もできますよということで１つちょっと提示させていただいたというだけで、一般的には就職率というのはやはりこの12.2のところの数字を使うようでございます。
○宮武委員　ただ、これ、１年間の数字ですよね。

○高橋副参事　そうですね。

○宮武委員　就労移行支援事業自体は訓練期間としては２年間ということがありますよね。

○高橋副参事　そうですね。

○宮武委員　２年という形でとると２倍になるということですかね。

○高橋副参事　ここの率は変わらないと思います。多分、恐らく退所する方も２倍にふえると思われますので、変わらないと思います。
　ただ、今のお話でいいますと、この12.2ではなくて、この場合の現員数を半分にして１年生、２年生と考えますと、２年目の方だけを現員と考えて本来就職率をとってもいいのではないかなという考え方でいえば、25％ぐらいとは言えるとは思います。
　対象となるのは１年目ではなくて２年間フルにかけて卒業されるという見方で考えれば、現員を全体とることはないのではないかなという見方はあるかと思いますが、ただ、一般的には定員――定員と申しますか、現員全体で率ははじくようなものですので、ここの12.2というのが普通考えられる就職率というような数字であることは言えるのかなとは思います。

○今野座長　例えば大学生の就職率で、１学年の定員が100名で４学年だから400人ですよね。100名全員就職したとすると、この計算方式でいくと、就職率25％になるの。

○高橋副参事　そうですね。ただ、大学生の場合は１年生が卒業することはないんですけれども、福祉施設の場合は準備のできている方は幾らでも、半年であったりとか、８カ月であったりということで、１年目の方も就職しておりますので、正直に全体で割り返しているというのが現状でございます。
○天野委員　1,347が分母で、165が就職したから12.2ということなんですね。でも、それは今の２年間ということで考える。これ、21年の３月だから、就労移行移行支援事業だから22年に利用期限が来る人のことを考えると、またそれは22年でとる。21年度は始まって間がないのでもう少しあがるかも知れないと、そういうことなんですね。

　全国的にも就労移行支援事業で就職した数というのはそんなにまだ上がっていないですよね、これだと確か平均ぐらい。

○高橋副参事　そうですね。それで、ちょうど国の数字がございまして、平成20年度の実績ですが、ここの12.2に当たる国の数字が14.4という数字がございます。２ポイントほど東京都のほうが悪いということです。

○今野座長　ほかにいかがですか。よろしいですか。

　今回、先ほど言いましたように委員ががらっとかわって企業の方はほとんど交代されていますので、強制するわけでもないんですが、せっかくですから何かございませんか。これ、受け入れているほうですのでね。いかがでしょうか。

　日野委員、どうですか。何かありませんか。

○日野委員　数字をいろいろお聞きをして、私も初めてです。初めてでなかなかこの数字の水準がどういったものなのかというレベル感がもうひとつよくわかってはいないんですが、ただ、要するに新体系の施設で就労移行支援を退所になっている方々については、まだちょっと始めたばかりで人数が少ないと。この新体系の就労の施設の中からが就職率が高くなっていると。受け入れる側の企業といいますか、弊社としては、新体系の施設のウエートを大きくするところと、やはりそこできちんと、いろんな方法はあるでしょうけども、就職に向けた教育――教育といいますか、先ほどあった規律・規則だとかという療育のステップを踏んで、受け入れやすい方々が多くおられると、非常に企業としても採用ということはしやすいということで、ただ、ちょっとその人数のレベル感が多少わかりません。

○今野座長　ありがとうございました。

　先ほど馬籠委員でしたっけ。青峰学園の数字でしたっけ。現在の就職率が内々定を含めて９割と。

○前田参事　それは……

○今野座長　前田幹事がおっしゃられた。一般の高校生より高いんじゃないですか。

○前田参事　それは全員が就労しますので。実は１人進学するんですが。基本的に100人定員の中で100人就労させようということでつくった学校ですので、100人なんですが、１人進学するんですが、残りのうち、中退がごく一部いるんですけども、大体９割が内々定までとっていると、そういう状況です。
○今野座長　今、高校生、多分、就職希望者で７割、６割台ですよね。

○前田参事　そういう意味ではそういうお話かもしれないです。

○今野座長　この点の就職の開発で、先ほど馬籠委員がちょっとおっしゃられていましたけど、何かほかに苦労している点とか、コメントすることがあったら。先ほど企業に対して感謝の気持ちは表現されていましたけど、どうですか。

○馬籠委員　相当、数字的にはこういう数字で関係機関の皆さんのご努力とそれぞれの施策等により少しずつ少しずつ上がってきて、今は約40％ぐらいになってきているというところなんですが、行き着くところ、非常にそういう理解が深まって、今、会社の皆様もご出席ですけれども、労働局様とか、いろいろとそういう関係機関等の支援をいただいて、そういう協力をする会社様も非常に多くなってきたというところでは、大変ありがたいことかなというふうに思っております。

　まあ、私どもの学校でもいろいろと――その概要のところでも書きましたけれども、裏面のほうには、経営戦略といたしまして、いろいろと企業の専門家の活用ということで、学校自身が教育に関する専門性はあっても、就職に関する専門的な職業教育のところではやっぱり外部の企業の専門家の皆様にも協力をしていただかなければいけないというところもございます。
　あとは、充実した設備については、教育庁のご支援をいただいていると。
　あとは、実習体験も、トライアル、校内模擬現場実習もございますけれども、インターンシップという考え方の就業体験は、カリキュラムを見ますと週火曜日と木曜日に職業に関する教育がございますので、これも実際、地域の会社様にご理解いただいて、いわゆる文科省がデュアルシステムという職業に関する教育課程の指導がございましたけれども、本校も日々の基礎・基本の教科の学習も大切にしながら、火曜日と木曜日は、トライアル実習と、地域の会社様のところにインターンシップをさせていただくというような工夫もしながら取り組んでいるところです。もう１つは、どうしても知的に軽い生徒たちが日々の学校生活の安定が必要であるというようなところで、今ここにご出席の菅野先生にご指導いただいて今回生活チェックリストをいろいろと本校にも適用して、まずは授業に参加、安定した学校生活を送ることが、まずそこからスタートしなければ、生徒たちをきめ細かく指導できないのではないのかなというようなところで、そこにアセスメントをとり、保護者と学校とが連携しながらきめ細かいケアをしながらやっているところです。

　それとあと、ちょうど心の安定というようなところでは臨床発達心理士等に来ていただいてきめ細かなカウンセリングをして、さらに生徒たちのきめ細かい指導に取り組んでいるというところが現状で、そういうような工夫をしながら日々の教育をやっているというところでございます。
○今野座長　馬籠委員の学校の場合は基本的には就職ですから、進路指導といってももう職業指導ですね。そうすると、職業指導のプロの先生というのはいるんですか。

　つまり、就職、企業開発するときも顔があるじゃないですか。担当者がかわったらその関係も切れますよね。多分、企業の人も、あの先生か、あの先生が言うんだったら受けるかというような人間関係を企業の担当者とつくっていくことが重要だとすると、そういうもののプロがいるのかなと思って。

　ついでに言うと、カリスマ指導員かなんかがいて、あの人に頼んだら絶対もうどこかに就職できとか。そういうような体制づくりというのはされているのかな、どうなのかなと。

　どうぞ。

○前田参事　もしかすると私どもの説明が十分ではないかと思うんですが、５ページをもう一回見ていただきたいんですが、今、知的障害が軽い生徒を対象とした特別支援学校高等部ということで、実はこの学校は平成19年に初めて――全国的にも初めてとは言いませんが、非常にまれなケースとして、愛の手帳４度程度の軽いお子さんを対象として定員枠を設けて、100％就労を目指すという１つのスローガンを掲げて、初めてつくった学校なんです。その卒業生がこの４月に初めて出るということで、その成果が高校内定率に比べれば幸いなことに高いんですが、９割になりましたと、そういう状況なんですね。

　馬籠先生のところは、まだこの４月に開校したところですので、学校としてはまだ卒業生を出していませんので。

　ちょうどきょうのパンフレットの中に書いてございますけども、これ、ちょっと中を見ていただくとわかるんですが、１年次の段階から職業に関する教科ということで、分厚いそういう学習の中でやっているという状況。そういう学校をつくって、教育課程も工夫しながら、本当にトータルで学校全体でとにかく就労を目指していこうということを今やっているところなんです。
　今おっしゃったような意味では、当然、進路指導の先生もこれからカリスマ的な方が出てくれば我々、ありがたいと思っていますし、それから外部の人にもちょっと委託して進路指導の研究開発的なこともやっていますし、そういう意味で、あらゆる資源を投入しながらとにかく就労に結びつけるようなことをしていこうという学校を今つくって、それが都の施策として今全部で５校つくりますよという、そういう状況でございます。

○今野座長　私も昔、学芸大学にいたものですから、少し教員の世界というのを知っていて、就職開発するというのはかなりスキルとかノウハウとかが必要で、そのスキルと生徒に教えるというスキルの両方をやってくださいというと、なかなか難しいのかもしれないなと思ったものですから。ですから、普通の特別支援学校でもいいんですが、就職開発のプロというのを養成するというのは意外に重要なのかなと思ったものですから。

○前田参事　進路指導の専門で、そういう非常に頑張っている先生は現にいます。もう本当に企業との顔をつなぎながら、かなりいろんな意味で食い込んでいる先生は現にいます。○前田参事　進路指導の専門で、そういう非常に頑張っている先生は現にいます。もう本当に企業との顔をつなぎながら、かなりいろんな意味で食い込んでいる先生は現にいます。ただ、それを都教委が組織的に育てているかと言われると、そこまではちょっと行っていないと思います。
○今野座長　個人の努力の範囲。

　ほかにご質問ありますか。どうぞ。
○大森委員　今の学校の話の続きです。
　この永福、青峰、南大沢、板橋学園、東部地区学園、この学校を何というふうにいっていいか考えていたんですけれど、結局エリート校なのかなというふうに思っちゃうんですね、私どもは。ここに入れなかった人たちが大多数だと思うんですね。その人たちの卒業後の就労支援は結局地域の支援機関に来ることが多いんです。ですから、教育庁がすごい予算をつけてすごい設備でこういう訓練をこの中でしていらっしゃる。これで就職できなかったら私はおかしいと思っています。実際、就労支援機関ですごく一生懸命頑張って、もうちょっとこういうエリート校に入れなかった人が、それで就職できなかった人が頼って来ていますよね。それで、そういう人たちには本当にそんな予算は、こういう立派な設備をつくれる予算はないんですよね。だから、やっぱり東京都はそっちのほうも考えていただきたいと思っています。

　教育庁が悪いとかじゃないです。私も何年か前、企業等アドバイザーのときのアドバイザーをさせていただいておりましたので、このことはよくわかるんですけれど、その他大勢の方たちのことをどうすればいいんだろうかなというふうに考えるがここではないのかなと思っております。

○岡野委員　ちょっと今の大森委員と対立するような発言になりますが、就職率というのはすごく悩ましいキーワードなんですよね。我々は独立行政法人なものですから、昨今は特に成果が求められるんですけれども、組織の頑張りはもちろんあるんですが、その頑張りというのは我々がお手伝いをさせていただいている方たちでいえば、どんな仕事が、何ができるかということではなくて、働くための自分の課題は何なのか、その課題の解決をする術は何なのかということをご自身が理解し、ご自身が整理できるように支援をすることです。それが解決できないと、いかんともしがたい現実もあります。

　それは企業側で教える職務遂行に関する直接的なこと以外の周辺領域、菅野委員が冒頭お話しになられたところに結局帰結するわけですが、そういうことをサポートしていくというのはすごく難しい面があります。この協議会はどちらかというと知的障害の方の就労をどのように支援するかということが中心になると思いますが、私たちのところを利用される方は、発達障害の方だったり、精神障害の方だったり、高次脳機能障害の方が多いのです。そうすると、私たちの支援を経てから就職までの時間というのがすごくかかっているのが現状です。１年のスパンで就職まで到達するのは難しい方もおられます。ですから、どの時点で就職したというふうに切るのかです。

　今日、都から出されているのは、行政的にある一定のスパンで切ったときにこうだというだけであって、期限を切らないで利用した人のうち何人就職したかという言い方をすると、実際はもっと本当はふえるはずなんです。

　我々サイドの国の予算との絡みみたいなところでいうと、何月何日現在時点での就職者を把握する方式だと、年度が変わると前年度の利用者をサポートしてようやく就職した人というのはどこまで経っても業務統計上は計上されない場合があります。そのような悩みがあります。ですから、都の方も就職率については上手にプレゼンテーションしたら良いのではないかと思います。

　あと、そういった意味で、12％が全国平均からすると低いといえば低いのかもしれないのですが、母集団や条件がそもそも違うんだろうと思うんですね、他県の就職の定義がどうなっているのかというところがありますし、いわゆる雇用保険に入っているところで働いている者を就職とするとか、そこがはっきりしないと一概に言えないんじゃないかなと思います。

　東京都のハローワークでは一生懸命になってご本人も企業の方もサポートしているわけで、雇用労働の場に流れやすいと思うんですが、地方では必ずしも企業が多い訳でなく、地方でいう就職というのは概念が広いのかなと思ったりしていました。

　お手元の資料７にありますように、今年度から東京都と共催で福祉施設の就労支援を担当する方たちのために就業支援基礎研修を始めました。研修をやっていて感ずることは、福祉施設の方たちが就労支援ということに非常に前向きで一生懸命に取組もうとする熱意を感じています。一方、学校は、さきほど教育庁の方が組織的には就職を支援する進路担当の先生を育てきれていないと謙遜されておられましたけど、実際は進路指導の先生たちというか、学校長さんのリーダーシップのもとにかなり頑張っていらっしゃると思います。それは一、二年でできたことじゃなくて、もう10年、20年という、そういう長いスパンの中で進路を担う先生たちが研鑽を積み、育ってきているわけです。現在の福祉サイドの方たちの頑張りを考えると、ここは少し福祉サイド側のサポートもしたいなとの思いで発言をさせていただきました。

○今野座長　どうぞ。

○天野委員　応援してください、福祉サイドを。

それで、私、思ったんですけど、やっぱり一番難しいのは職場開拓なんですよ。さっき言った、じゃあ、もしかして東京都にもうちょっとトレーニングの場所をつくってもらったとしても、そのエリートじゃない方たちが、精神の方も含めて、まだ就職には難しい方たちをどうやって磨いて就職に結びつけるかということを私たちはやっているわけなので、一番最後のところで難しいのは職場開拓ですよね。また雇用情勢が厳しいということもあるし。　それで、その職場開拓にお金を、こんなに教育庁に出しているなら、これはやっぱり就労支援の福祉の現場に――先ほど、今日の話にも流れると思うけど、福祉からの就労がやっぱりまだまだ進まない。それは自立支援法がちょっと難しくて、それに対する手ごわさというのが１つはあるんだけれども、最終的に職場開拓にこのような予算を――ここまでとは言わないですけど、それの何分の１でもいいんだけれども、支援機関の職場開拓に予算をつけるのが大事です。多分民間業者との協力も含めて、予算があればもっといろんな方法を考えられるのかもしれない。そういうのもなしで少ない人数であれもこれもやるわけですから。やっぱりこれはどう考えても福祉から進まないだろうなと。

　私、前に言ったんだけど、福祉から就労へ本当に進めるんだったら、キャリアカウンセリングも一つの方法ですが、やっぱり予算のつけ方。その一番最前線のところに予算をつけて、そしてこちらも一生懸命頑張って企業さんにも信用されて、そうやって関係をつくっていくことで福祉にいる人たちがもうちょっと出られるというふうにやっぱりなっていくと思いますね。だから、来年の新規事業はそれにしたらどうでしょうか。
○今野座長　最後にそういう提案がありましたので、このテーマはこの辺にさせていただいて、また後から時間が余ったら戻って言っていただければと思いますので。

　次は、先ほど言いましたように、今度、企業の雇用の問題について、推進の状況についてお話をいただければ、議論していただければと思います。

　まず、少し基礎的な現状について説明をしていただいたほうがいいと思いますので、労働局の福島委員から、資料３だと思いますので、それでご説明いただきたいと思います。

○福島委員　それでは、東京労働局のほうから資料説明をさせていただきたいと思いますが、お手元の資料の番号でいうと資料の３でありますが、これ、まだ案の段階ですが、毎年、実は東京労働局としては行政運営方針というものをつくっておりまして、障害者の雇用状況にかかわる全体の雇用をどういうふうに運営していくかということを踏まえてつくるものでありますし、かつ、東京労働局は職業安定関係だけではございませんので、労働基準、雇用均等も含めて３行政全般について東京労働局としての22年度の方針というもの。
　間もなく――これは来週月曜日に審議会にこの形でかけて、審議をしていただいて、これでよろしいということであれば成案という形になるものでありまして、４月早々――３月末には新聞発表もできますし、４月に入れば東京労働局のホームページにアップをする予定でございますので、もしお時間があれば４月に入りましたら東京労働局のホームページもご確認をしていただけるとありがたいということでありますが、この行政運営方針に入る前に、今、足元の雇用失業情勢、東京の雇用失業情勢も少しかいつまんでお話し申し上げたいと思います。

　３月２日に新聞発表させていただきましたが、全国は完全失業率が５％を切ったということで、4.9％。久方ぶりの４％台ということで、たしか去年の３月が4.8％、最後でして、４月からずっと５％に突入をして、12月までずっと５％台が続いていたと。ちょっとは明るい兆しかなと思ったら、完全失業者数は12月に比べて６万人ぐらいふえていますから、そんなに改善はされていないのではないかというふうな見方を東京労働局としてもしています。

　それから、一般的に有効求人倍率も決して改善されたわけではないので、いろいろここはご議論があるんですが、季節調整値がえという厄介な方法を使ってやるものですから、それで0.46になったということなんですが、東京もそういう意味では0.59という倍率にまで来ましたので、ちょっとはいいかなと思っていますが、それでも１月末現在で都内のハローワークに再就職、あるいは就職を希望する方が依然として26万7,000人の方がいらっしゃるんですよね。その人たちの受け皿として、求人の数というのが16万7,000しかないと。10万人分が平たく言えば数の上ではもうどこにも行きようがないと。もちろんこの中には障害者の方も１万1,000人いらっしゃるということであります。それから、障害者の求人も２万人分しか用意できていないと。障害者だけをいうと、１万1,000の登録の方に対する受け皿として２万人分の求人はあるんですけども、それぞれ希望する職種が違う、条件が違うということで、必ずしも十分なマッチングができる材料にはなっていないということで、実は就職決定件数も非常に大苦戦を今年度はしていると。今までは就職決定件数は順調に伸びてきたんですが、今年は非常に苦戦、大苦戦をしておりまして、あっせんをすれどもすれどもなかなかマッチングができないというような状況なんですね。

　これは、ハローワークは、昭和22年にできた公的機関ですから60年の歴史がございますし、とりわけ障害者の職業あっせんをするというのは専門部署をつくっているんですね。一般窓口とは違う。非常に研修もきちっとされておりますし、何よりもほかの一般窓口と違うのは、さっき座長が申し上げた、職場開発、求人開発をできる部署とセットでつくっているんですよね。だから、一方において求職者の皆様方のあっせんをしながらも、一方において求人開発をしてくるところとセットでハローワークは専門部署をつくっていますので、一般の職業紹介を担当する部署は別建てになっていますので、そういう意味ではかなり手厚い体制をとっているにもかかわらず大苦戦というのは、いろんな要因があるんだというふうに思っております。

　そういう状況の中で、この行政運営方針をちょっと見ていただきたいと思いますが、資料３の第１部、東京の労働行政を取り巻く情勢。今の現状がどうなっているかということをきちっと踏まえてやっていこうというような趣旨で、（５）に障害者の雇用状況を書かせていただきました。これは昨年６月１日現在の障害者の雇用状況報告書に基づいた話でありまして、都内の民間企業の雇用障害者数は実人員で９万192人。カウントでいくと12万4,000カウントぐらいになっているんですね。初めてカウントでいえば12万を超えたと。実人員も９万を超えたということになります。これは先ほど申し上げた安定所の職業紹介が大苦戦している中で何でこんなに改善されているのというと、ほとんどは民間企業の大変なご努力だろうというふうに思います。
　もちろん企業の社会的責任としての認識、あるいはＣＳＲも含めて、この辺がかなり企業間同士でも徹底をされているのではないかというようなことで、とりわけ大企業につきましては、1,000人以上の大企業は初めて法定雇用率を平均で超えたと。これは画期的なことではないかと思って喜んでいるんですが、逆に300人未満の中小企業の実雇用率が0.87％と、依然として低い水準でずっと続いているということも問題意識を持っていると。東京労働局全体として民間企業の法定雇用率を達成している割合は３割にとどまっていると。７割以上は依然として法定雇用率を達成されていないという状況がずっと続いているということであります。

　こういう実態、雇用状況を踏まえて、まずは課題として１つ掲げさせていただきました。第２の課題の１の（４）として、若年・女性・高齢者・障害者等の就業実現。これはご存じのように、日本の労働力人口というのはずっと減少していくはずです、総人口はもう既に減少していますので。この労働力人口の減少化において雇用政策の柱として何が重要かというのを、大いに意欲のある人たちはどんどん労働市場に参加をしていただく体制、政策をつくる必要があるということで、とりわけ若年と女性と高齢者と障害者という形で就業実現をしていくべきだというようなことであります。

　この障害者に対する就労支援の推進としましては、まずは課題の１つとしては、今、非常に、天野委員も話があったように、厳しい雇用失業情勢ですし、飯田課長からも非常に厳しい雇用失業情勢がずっと続いている。当分これが続くということでありますので、まずは定着、雇用の維持を図っていただく。何とか解雇者を出さないような取り組みを行政としても、経済団体だけではなくて、都内の多くの企業にこういった要請をきちんとやるということであります。あわせて、雇用拡大も含めてご要請をさせていただこうということであります。
　それから、厳正な雇用率達成指導というものを通じて雇用の確保と職域の開発に努めていきたいと。すべての企業が障害者雇用に理解を示しているわけではありません。納付金を１つのペナルティーとして払えば免罪符ではないかという企業も存在していることも事実でありますので、こういった企業も含めて厳正な雇用率達成指導というものをやっていきたいというふうに思っております。

　あわせて、障害者お一人お一人に対する支援体制の充実・強化というものも引き続いて図りながら、一人一人の状況に応じた就職支援というものを実施していきたいということであります。

　特に「福祉的就労から雇用」というものの促進を東京労働局としてはテーマとして掲げて強化をしているつもりでありますし、その中の「チーム支援」という取り組みについては、地方公共団体、福祉施設、就労支援機関などと連携をさらに強化をしながらしっかりやっていきたいというふうに思っております。

　また、障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律が本年７月から施行されるのが非常に大きいですので、これは現状納付金制度といって１つのペナルティーなんですが、これが規模300人以上が200人以上に下がるということでありますので、とりわけそこの規模の企業はかなり準備をして納付金を払わないような障害者雇用について取り組んでいただくところも、先ほど全体として雇用率が1.56％まで改善した１つの要因ではないかというふうに思います。

　短時間労働者が今度は分母になりますし、雇用義務化にもなるということで、とりわけ、私の隣にローソンの日野委員もいらっしゃいますけど、流通関係のところが非常にそこは問題意識を持たれているということも承知をしておりますので、こういった取り組み等につきましても積極的に行政もそこは支援をさせていただいていこうというふうに考えております。
　そういう課題に基づいて、重点対策として障害者雇用について３項目の重点を掲げて22年度は取り組もうというふうに思っています。

　一部重複いたしますが、まずは、障害者の雇用の維持と拡大の要請を積極的に経済団体のみならず多くの企業にもメッセージとして発信をしていきますし、具体的な要請行動も各ハローワークの所長を中心に地域における要請行動を着実に展開していきたいというふうに思っております。

　それから２つ目は、法定雇用率達成指導の徹底であります。来年度は何を重点的にということを考えておりまして、ここの２行目に、中小企業に重点を置いた効果的な雇用率達成指導を展開していこうと。やはり多くの中小企業の自主的な権限者、社長であったり、会長であったり、その方にハローワークのトップ、所長がトップとして――トップ指導というのはちょっとおこがましいんですが、トップとして面会をしながら障害者雇用の実効を上げていくというやり方を来年度は特に強化をしていきたいというふうに思いますし、現在、達成率が３割程度にとどまっているのを何とか33.3％程度まで引き上げていこうという取り組みをしていきたいというふうに思います。
　具体的な指導としては、（イ）にカテゴリー別のタイプ別の指導をやろうと。やや今までは総花的な指導が中心だったきらいが少しありましたので、来年度はこのタイプ別の指導をしていこうということで、未達成企業をタイプ別に分けていこうということを考えております。
　１つは、Ａタイプとしまして、障害者雇用について理解の促進が必要な企業。もういわゆる初歩的な指導から始めないとなかなか進まないという企業ですね。こういうところについてはＡタイプにして、きちっとそこはやると。
　それから、Ｂタイプとして、障害者雇用の理解はしているものの、具体的な雇用がないのでよくわからないという企業が依然として存在をしていますので、ここは具体的な雇用のノウハウ支援というようなことを中心にやっていこうというふうに思っております。
　それから、３つ目のＣタイプとしましては、Ａの障害者雇用についても理解はしているし、具体的に雇用経験もあるんだと。だけども、必要な求職者と出会っていないんだという企業が、ここは実は一番多いんですよね。そこをマッチング段階での支援というようなことで、具体的に求職情報と突合しながら具体的な提案をしつつマッチングを図っていって法定雇用率を達成していこうと。
　かなり実効が上がるケースと上がらないケースと――実はＡというのはほとんど実効が上がらなくて、なかなかその不足数は解消しないけども、エネルギーだけはやたらと使われるというような部分があるんだと思いますけども、それも嫌がらずにタイプ別にしっかりやっていこうということであります。

　それから、（ウ）として、公的機関。これはきょう教育委員会の方がいらっしゃるかどうかわかりませんが、東京都教育委員会、これは名指しで行政運営方針として掲げさせていただきました。これはやっぱり東京都教育委員会は依然として不足数が膨大な不足数であります。これを何とか解消していただきたいということで、私どもも何度もお話をさせていただいているんですが、教員制度の難しさみたいなことをもう何百回私も聞かされているんですけども、一方において教育委員会がかなり進んでいる県もございますので、そういった好事例なんかも提案しながら何とか少しでも改善をしていきたいと。

　それから、改正障害者法の周知徹底は、先ほど申し上げたとおりであります。

　それから、実際の紹介場面、あっせん場面については、そこのウのほうに３つ柱として書かせていただきました。

　まずは、個々人に応じた個別支援を徹底的にやっていこうということを考えております。

　それから、（イ）として、ネットワークが非常に重要ですので、一方通行ではなくて双方向のネットワークをつくりながら、そのネットワークの中で解決すべき課題があれば解決をしていきたい。そういうものをａとｂというような形で掲げさせていただきました。

　それから、最近非常にハローワークの窓口でも利用されているんですが、発達障害者等に対する適切な対応も非常に重要なテーマとして掲げております。

　以上が東京労働局の来年度のとりわけ障害者雇用に対する運営方針であります。

　以上であります。
○今野座長　ありがとうございました。

　じゃあ、産業労働局から。
○飯田課長　一応資料の６－２という形で、産業労働局のほうでは、先ほどご説明した職業訓練に加えまして、ジョブコーチ支援事業、あるいは地域の就労支援機関の皆様とかが職場体験実習を行う場合に実習の保険の保険料補助をやっておりますので、ちょっとそちらの数値をご参考までに資料として載せましたので、よろしくお願いいたします。

○今野座長　あと、中小企業団体中央会の小林委員からも情報をいただける。どうぞ。
○小林委員　小林でございます。

　私どももいろんな形で協同組合の組織を使って雇用促進法の中に協同組合は特例という部分がございます。そういう中で、中小企業の障害者に対する仕事の切り出しというんですか、それが大変難しい部分がございまして、大企業がとられている特例子会社のように１カ所に取りまとめて全体で雇用率を達成できるような仕組みがもう少しできれば大変助かるなという部分でございます。

　現在の協同組合の利用については、個別の中小企業にも障害者の方が何割か入ってくださいよと。また、協同組合をつくった場合はそちらも雇用してくださいよと。この部分が非常に経営者にとってわかりにくい部分になっているのかなというちょっと感じがいたしまして、それから、中小企業、先ほど福島部長がおっしゃっていたように、30年近く障害者を、雇用してこなかったという部分が非常に経営者にとっての重荷になっている部分がございまして、我々もいろんな形でＰＲはしているんですが、非常に難しい雇用の状況ということだと思います。

　いずれにしても、７月から201人以上はかかってきますし、27年の４月からは101人以上がまたかかってきますから、そこら辺のことで、労働局さんが積極的にＰＲしていけば何らかの形で動き始めるのかなというちょっと感じがいたします。

　私どもも去年、これは産業労働局の経営支援課の中でグループ戦略策定支援特別事業ということで、皆さんにちょっとお配りはしてございませんけれど、そういう東京都の予算を少し使わせていただいて、グループを活用して障害者を雇用できる仕組みづくりをつくってみたらどうかということで、その提案をしてみたんですが、手を挙げていただけたグループ、協同組合が特になかったということで、これも力強くことしもやっていきたいと思っておりますので、またいろんな形でご支援を賜れば――中小企業、いろいろ苦労している部分がありまして、雇用を維持することにきゅうきゅうとしているのが現実だと思いますので、ご報告をしておきたいと思っておりますので、よろしくお願いをいたします。

○今野座長　ありがとうございました。

　それでは、状況についていろいろご意見いただきましたので、ご質問なり、ご意見ありましたら。どうぞ。

○林委員　今お聞きしている中で、雇用そのものがないということは、これはいたし方ないことなんですけども、まず第１に、私ども――大企業は別ですけども、大企業の方はご担当の方がいて、いろいろ障害者の方の雇用についてはご理解いただいていると思うんですけども、中小企業の場合は、例えば視力障害とか、聴力障害とか、身体の障害、これは非常にわかりやすい状況なんですけども、知的障害とか、精神障害というのはどんなものだろうかと、いつもそう考えるわけです。

　私もほかのところでちょっと伺ったことはあるんですけども、非常に差があるということで、先ほど校長先生がおっしゃったようなインターンシップというんですか、職場体験というんですか、こういうものを通じて中小企業の経営者の方々の理解を得たほうがパンフレットを配ったりなんかするよりは理解しやすいと。あ、この程度かと、これならうちのこういう仕事ができるとか、生徒を提供するときに、この人は手先が器用だと、この人は色彩的にはすばらしいものがあるからとか、そういう特徴をまず説明して、そういう方もいるんだと、こういう方もいるんだと。そういうことをまず中小企業のところにともかく入れるということを目的にしたほうが、そういう施策があれば手っ取り早いんじゃないかと、そう考えております。
　これは私を中心にしてほかの人を語るのはちょっとおこがましいんですけども、私自身、以前はそういうことで、障害者とはどんなものかと――こういう言い方をしてはいけないんでしょうけども、その理解がまずできていないというのが現状ではないかと感じております。

○今野座長　あれ、インターンを受けるとか職場実習を受けると雇用率に換算されるとか、そんなのないものね。だから、受け入れるインセンティブがない。何かいい仕組みがないですかね。納付金がちょっと安くなるとか。これは国の政策だけど。

　ヨーロッパだと訓練生は――今回の障害者じゃないですけど、普通の健常者の訓練生というのは半分雇用だから、雇用で換算しているんですよね。インターンとか職場実習は短期だからなかなか難しいかもしれませんけど、何かお土産があるといいかもしれませんよね、中小企業にね。

○林委員　それがあればそれにこしたことないですけども、ある程度ボランティアといいますか、そういう感覚でやっていただければある程度いいのではないかと思うんですけども。我々、中小企業の仲間同士は、そういうものはあまり関係ないですね。

　先ほどもちょっとありましたけども、中小企業はいっぱいいっぱいのところでやっていますので、ＣＳＲとか、そういうものはもううちは関係ないと、生きていくのがやっとだというような状況の中で、どういうふうに理解を求めるかということが重要かとは思いますけど。

○今野座長　そんなこと言ったって、納付金を払わされますからね、これから。したがって、納付金を払いたくないんだったら少しインターンとかなんかで受け入れて訓練して、ただ、そのときに少しインセンティブがあると。東京都に言っておきますか。
○林委員　ぜひ。

○小林委員　そこら辺については、経産省のほうで――きょう、朝日新聞と読売新聞に中央会のほうで、内定がとれていない高校生、それから短大、大学の生徒をインターンシップの形で６カ月間、7,000円の実費と、それから企業については3,500円のインセンティブをつけてインターンシップをやってくださいよという事業をこの４月からやる予定で今準備して、新聞に掲載をさせていただいたところでございます。

○岡野委員　一言だけ。

　資料の６－２を見ていただくと、東京ジョブコーチというのがあります。就職等に際して支援を行うジョブコーチは私どもの障害者職業センターでもやっていますけれども、東京都では東京ジョブコーチを立ち上げていて、それを拡充しようとしています。就職に際して、もしくは就職後の定着に際して、中小企業の方にはよりたくさん知っていただき、上手に活用していただきたいと思います。

　以上。
○今野座長　どうぞ。

○宮武委員　今、林委員のほうから、知的障害とか精神障害について、実際イメージとして戦力としてどうかとか、やはりずっと知的障害、精神障害の方というのは、意識的にも社会的に隔離されてきているわけですよね。ですから、私ども、グループホームをつくるのにも地域住民のやっぱり理解というのがまず壁になるんですね。

　だから、これはもう雇用施策ということじゃなくて、むしろ社会的な理解を進めるとか、そういう部分もかなり大きな背景としてあると思うんですね。逆に、ユニクロさんとか、いろんなところで知的障害の方が働いている姿を見ることでまた理解が進むというような、そういうところがあると思うんですね。

　それと、ポイント制じゃないですけど、例えば今、作業所から近くの病院に午前中だけ週１回とか２回とか実習的に場を提供してもらうとか、あるいは１日雇用できないんだけれども、半日だったら、午前中忙しいときだけ仕事があるよというところも結構あると。そのとき、雇用率のカウントはないですけど、なくても、マイレージ方式とか……
○今野座長　マイレージ、いいかもしれない。

○宮武委員　ポイントをつけるとか、そういう優遇策といいますかね。厚労省ではこの改正の委員会のときに提案をしたんですけど、そういうのをちょっと東京都レベルで考えることができるんじゃないかなというふうに思っております。

○今野座長　ありがとうございました。
　それでは、あと５分ぐらいしかないんですが、次のテーマの精神障害者の就労支援について議論したいと思います。

　岡野委員からまず説明をしていただいて、それで議論しましょうか。

　じゃあ、よろしくお願いします。

○岡野委員　精神障害者の方の就労支援、就職と、それから今大きな問題になっているのがうつ病で休職をされている方に対するサポートです。

　この精神障害者――うつ病で休職されている方に対しても、私どものサービスでは精神障害者というくくりなんですが、職場復帰に関するサービスについてリーフレットを用意させていただきました。私どもの復職支援以外に、東京都でも中部総合精神保健福祉センターで実施していたり、各病院でも実施をしています。復職支援を行っていて強く感ずるのは企業サイドの熱意です。せっかく育てた人材が病気を契機に職を離れてしまうというのは企業にとって大きな損失だという考えで取り組んでおられる。一昔前は病気休職者の場合、離職が普通であったのかもしれないのですが、今は企業の考え方が変わってきているんじゃないか、そのような気がしています。ぜひうつ病の方の復職支援について、幅広に理解を深めていただければと思っています。

　私どもの復職支援でいえば、ご本人が復職を希望していない場合は如何ともしがたいところはありますが、復職を希望しており、かつ、病気の回復期にある、病気が安定している、服薬の自己管理ができる、生活のリズムがある程度確立しているという方が対象になりますが、そういうことからしますと、医療機関、復職支援に関する機関との連携、移行が非常に重要になってくるところです。

　ページをお開きいただき、職場復帰支援の流れというところを見ていただきますと、職場復帰のコーディネートというところがあります。これは休職者、事業所、主治医への職場復帰活用に係る意向の確認とか、３者の共通理解の形成、そしてリワーク支援の一部参加というようなことです。復職を考えると言っても、うつ病について事業所の皆さんにとっては戸惑いがあるのも事実のようです。ご本人も、病状が安定して復職が可能になっている方でも、企業の方とどのように関われば良いか分からないというようなことがあってうまくいかない。そこを我々、障害者職業センターの職員が間に入って調整しましょうというのがコーディネートです。

　復職支援というと、専門的なプログラムがあって、そのプログラムを受講すれば、また、修了すれば自動的に復職できるんだというような発想ではうまくいかないわけで、ご本人、また企業の方がどのように考えるかということですので、私はこのコーディネートというのは非常に重要なプロセスであり、このコーディネートで整理ができない限りはプログラムを受講してもあまり効果が上がらないのではないかと思っています。

　ですから、これまでの職業リハビリテーションや福祉施策の流れでいくと、支援者が何かをする、支えるということになりますが、復職支援は利用者の方がサービスを使うという発想ですので、事業所の方や休職中の方がこのサービスに主体的に参加するというところが従来のサービスとの大きな違いで、我々はそれをサポートさせていただくという流れになっています。

　かつ、３者合意が形成されて、復職に向けて準備をしようとの方向性が固まったとして、まだ体調管理とかいうのが不安だとか自信がないとか、様々な準備が必要だという方に、リワーク支援に通所をしていただきます。これは個々人のプログラム、個々人の課題に応じた取り組みですので、期間は２週間～16週間です。「16週間限度」と書いてありますけども、スパンを決めて、そこをゴールにして復職を目指そうという取組みになります。

　今年度は、リワークカウンセラー４名が追加で配置にされていて、今、５名の職員で業務を行っています。さらにアシスタント等が６名ほどいるわけですが、今年度の実績でいいますと、１月末で153の会社、ご本人、主治医の方とのコーディネートの実施が行われ、その中から105人がリワークの通所プログラムに参加されておられます。また、修了した方の83％が復職に至っています。

　非常に有効な手だてだと思いますので、ぜひご活用いただきたいのと、先ほど申し上げましたけども、東京都では中部総合精神保健福祉センターで取組んでいますから、会社の方、ご本人にとって一番使いやすいところを利用されるとよろしいのではないかなと思います。

　ちなみに、私どものところのスタッフとしての精神科医はおりませんので、主治医の先生との連携を非常に重視しております。中部総合精神保健福祉センターの方は、専任の精神科のお医者さんがプログラムの運営を行っていますので、それぞれの機関の特徴をご理解いただきお使いになられるとよろしいのではないかと思ます。情報提供としては以上です。

○今野座長　ありがとうございました。

　それでは、何かご意見なりご質問がありましたら。

　天野さん、いい。

○天野委員　これだけだとちょっと――きょうはもう時間もないですよね。精神障害者の就労支援の問題というのはもうちょっと大きな問題だと思うので、また次回でもいいんですけど、今日お話ししたみたいなことも全部絡んで出てくると思うので、次回に送っていただいたほうがいいんですけど。

○今野座長　じゃあ、事務局には次回ゆっくり時間をとるように要望があったということで。

　よろしいでしょうか。

　企業の人事の人、知らないでしょうね、このプログラム。

○岡野委員　まだ100％行き渡っていないです。

○今野座長　企業の人事は一番頭の痛い問題ですからね。

○岡野委員　すみません。今後の考え方ということだけを少しお話をしますと、私どものところをご利用になられる方というのは、制度的に社内の制度がしっかりしている会社が多いんですね。しかし、障害者の雇用のところでも出てきましたように、現実には中小企業、体制的に必ずしも十分じゃないところでもやはりうつ病で悩んでいらっしゃる方がいらっしゃるだろうと思っています。現在は専門職とか管理職の方の利用が多いんですが、それだけではなくて、より幅広な方に対するプログラムを開設していきたいなと思っています。

○今野座長　しっかり宣伝してください。

　それではもう時間ですので終わりにさせていただきます。

　それで、今日いろんな意見をいただきましたし、おもしろいアイデアも幾つかありましたので、これを事務局でもう一度整理をしていただいて新たな施策化につなげていただければというふうに考えております。

　それでは、最後、事務局から連絡がありますので、よろしくお願いします。

○高橋副参事　次回の開催につきましてお知らせいたします。

　進行予定にも書いてありますとおり、今年７月ごろを予定してございまして、その際には先ほども出てきましたが、この「連携プログラム2009」に引き続きます2010を作成する案をもう既に取りまとめて皆さんに提示したいというふうに思ってございます。したがいまして、７月までの間に委員の方々とご協力いたしまして、また案を提示させていただきまして取りまとめる作業をしたいというふうに思いますので、ご協力いただきますようよろしくお願いいたします。

○今野座長　それでは、終わりにさせていただきます。ありがとうございました。

午後３時34分閉会
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